
○北海道教育大学学則 

第1章 総則  

第1節 目的  

(目的) 

第1条 北海道教育大学(以下「本学」という。)は，真理を探究する教育研究の場

として，学術文化を創造しつつ，豊かな教養と高い専門性を備え，地域を担う人

材を養成するとともに，地域社会及び国際社会の発展に貢献することを目的とす

る。  

第2節 教育研究組織等  

(学部) 

第2条 本学に，教育学部(以下「学部」という。)を置く。  

2 学部に，次に掲げる課程及び学科を置く。  

(1) 教員養成課程  

(2) 国際地域学科  

(3) 芸術・スポーツ文化学科  

3 前項各号に規定する課程及び学科に別表第1に掲げる専攻を置く。  

(大学院) 

第3条 本学に，大学院を置く。  

2 大学院に，教育学研究科(以下「研究科」という。)を置き，課程は修士課程及

び専門職学位課程とする。  

3 前項の研究科に，別表第2に掲げる専攻及び専修を置く。  

4 第2項の専門職学位課程は，専門職大学院設置基準(平成15年文部科学省令第1

号)に定める教職大学院とする。  

(養護教諭特別別科) 

第4条 本学に，養護教諭特別別科を置く。  

2 養護教諭特別別科に関し必要な事項は，別に定める。  

(附属図書館) 

第5条 本学に，附属図書館を置く。  

(全学教育研究支援機関) 

第6条 本学に，次の全学教育研究支援機関を置く。  

(1) へき地・小規模校教育研究センター  

(2) 未来の学び協創研究センター  

(3) 国際交流・協力センター  

(4) IRセンター  

(5) キャリアセンター  

(6) 大雪山自然教育研究施設  

(制 定 平成27年3月26日平成26年学則第1号)
改正 平成28年4月26日平成28年学則第1号 平成28年6月28日平成28年学則第2号

平成30年3月27日平成29年学則第1号 平成30年3月27日平成29年学則第2号

平成31年2月26日平成30年学則第1号 平成31年3月28日平成30年学則第2号

令和2年2月4日令和元年学則第1号 令和2年3月31日令和元年学則第2号 

令和2年8月6日令和2年学則第1号 令和3年2月5日令和2年学則第2号 

令和3年2月18日令和2年学則第3号 令和3年3月25日令和2年学則第4号 

令和3年3月25日令和2年学則第5号 令和4年2月17日令和3年学則第1号 

令和5年2月16日令和4年学則第1号 
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2 前項で定めるもののほか，第9条に規定する各校にそれぞれキャンパス教育研究

支援機関を置くことができる。  

(保健管理センター) 

第6条の2 本学に，保健管理センターを置く。  

(附属学校(園)) 

第7条 本学に，次の附属学校(園)を置く。  

(1) 附属旭川幼稚園  

(2) 附属函館幼稚園  

(3) 附属札幌小学校  

(4) 附属旭川小学校  

(5) 附属函館小学校  

(6) 附属札幌中学校  

(7) 附属旭川中学校  

(8) 附属函館中学校  

(9) 附属釧路義務教育学校  

(10) 附属特別支援学校  

2 附属学校(園)に関し必要な事項は，別に定める。  

(講座) 

第8条 学部及び大学院に，教員組織として，講座を置く。  

2 講座に関する規則は，別に定める。  

(各校) 

第9条 本学に，教育研究のために，札幌校，旭川校，釧路校，函館校及び岩見沢

校(以下「各校」という。)を置く。  

2 教員養成課程を，札幌校，旭川校及び釧路校に置く。  

3 国際地域学科を，函館校に置く。  

4 芸術・スポーツ文化学科を，岩見沢校に置く。  

第3節 学年，学期及び休業日  

(学年) 

第10条 学年は，4月1日に始まり，翌年3月31日に終わる。  

(学期) 

第11条 学期は，前期及び後期とし，それぞれの期間は次のとおりとする。  

2 前項の規定にかかわらず，専門職学位課程の学期は，1学年を4期に分け，それ

ぞれの期間は，毎年度，別に定める。  

(休業日) 

第12条 休業日は，次のとおりとする。  

(1) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日，日曜日及

び土曜日  

(2) 本学の創立記念日 6月1日  

(3) 春季休業，夏季休業，冬季休業及び学年末休業  

2 前項第3号の休業日の期間は，別に定める。  

3 第1項に定めるもののほか，学長は，必要があると認めたときは，休業日を変更

前期 4月1日から9月30日まで

後期 10月1日から翌年3月31日まで
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し，又は臨時の休業日を定めることができる。  

4 教育上必要があると認められるときは，休業日に授業を行うことができる。  

第2章 学部  

第1節 目的  

(目的) 

第13条 学部の課程及び学科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的は，次のとおりとする。  

(1) 教員養成課程 現代の学校教育現場の多様な課題に対応できる豊かな人間

性，幅広い教養，知性並びに専門的能力を持ち，子どもを深く理解し，北海道

の地域特性を活かした教育実践を創造的に展開する教員を養成する。  

(2) 国際地域学科地域協働専攻 地域学の基本的知識，教育学的視点及び地域

学を支える諸科学の専門知識を持ち，グローバル化した現代社会の地域学的問

題を俯瞰的に捉え，国際的視野を持って地域社会の諸問題の解決のために積極

的かつ主体的に行動できる人材を養成する。  

(3) 国際地域学科地域教育専攻 地域の教育的課題解決に主体的に取り組み，

特にグローバル化した現代社会に必要な国際性を持った子どもたちを育成する

とともに，いじめ，不登校等の問題に苦しんでいる子どもや特別なニーズのあ

る子どもの支援に先導的に取り組むことができる人材を養成する。  

(4) 芸術・スポーツ文化学科芸術・スポーツビジネス専攻 芸術・スポーツ文

化を活かしたマネジメントの知識及び組織の運営に関する実践的な能力を有

し，芸術・スポーツを通した地域活性化及びまちづくりに貢献するとともに，

新しい文化ビジネスを創造できる人材を養成する。  

(5) 芸術・スポーツ文化学科音楽文化専攻 音楽文化による地域の活性化を促

すことができるとともに，音楽に関する専門的な知識，技法及び技能を有し，

自らの創作活動を発信することにより，音楽文化を地域社会に広める人材を養

成する。  

(6) 芸術・スポーツ文化学科美術文化専攻 美術文化を地域社会に広め，美術

による地域の活性化を促すことができ，表現者としても美術に関する深い造

詣，豊かな技術及び諸問題を切り開く構想力を有する人材を養成する。  

(7) 芸術・スポーツ文化学科スポーツ文化専攻 スポーツ文化を地域社会に広

めスポーツによる地域の活性化を促すことができるとともに，スポーツに関す

る科学的知識及び技能を有し，スポーツ指導ができる人材を養成する。  

第2節 入学定員等及び修業年限  

(入学定員及び収容定員) 

第14条 第2条第2項に規定する課程及び学科の入学定員並びに収容定員は，別表第

1のとおりとする。  

(修業年限) 

第15条 学部の修業年限は，4年とする。  

2 在学期間は，通算して6年を超えることができない。  

第3節 入学  

(入学の時期) 

第16条 入学，編入学，転入学及び再入学の時期は，学年の始めとする。ただし，

教育上支障がないときは，学期の始めにおいても入学させることができる。  
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(入学資格) 

第17条 本学に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とす

る。  

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  

(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程によ

りこれに相当する学校教育を修了した者を含む。)  

(3) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定したもの  

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した

在外教育施設の当該課程を修了した者  

(5) 専修学校の高等課程(修業年限が3年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文

部科学大臣が定める日以後に修了した者  

(6) 文部科学大臣の指定した者  

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成17年文部科学省令第1号)による高等学

校卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第2条の規定による廃止前の大学

入学資格検定規程(昭和26年文部省令第13号)による大学入学資格検定に合格し

た者を含む。)  

(8) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等

以上の学力があると認めた者で，18歳に達したもの  

(入学志願手続) 

第18条 本学に入学を志願する者は，所定の入学願書に検定料及び別に定める書類

を添えて願い出るものとする。  

2 既に納付された検定料は，別に定める事由に該当する場合を除き返還しない。  

(入学者の選考) 

第19条 前条の入学志願者については，入学者受入方針に基づき，公正かつ妥当な

方法により選考する。  

2 入学者の選考に関しては，別に定める。  

(入学手続及び入学許可) 

第20条 前条の選考により合格した者は，所定の期日までに，別に定める書類を提

出するとともに，所定の入学料を納付しなければならない。ただし，入学料につ

いては，第73条に規定する入学料の免除又は徴収猶予を申請中の者を除く。  

2 前項により納入された入学料は返還しない。  

3 学長は，第1項の入学手続を完了した者に入学を許可する。  

(編入学) 

第21条 次の各号のいずれかに該当する者で，本学に編入学を志願するものがある

ときは，選考の上，相当年次に入学を許可することがある。  

(1) 大学を卒業した者  

(2) 大学に2年以上在学し，62単位以上を修得した者  

(3) その他法令で定めるところにより編入学できる者  

2 編入学に関し必要な事項は，別に定める。  

(転入学) 

第22条 他の大学に1年以上在学している者で，本学に転入学を志願するものがあ
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るときは，選考の上，相当年次に入学を許可することがある。  

2 転入学に関し必要な事項は，別に定める。  

(転専攻) 

第23条 学長は，一の専攻の学生であって他の専攻に転専攻を志願する者があると

きは，転専攻を許可することがある。  

2 転専攻に関し必要な事項は，別に定める。  

(再入学) 

第24条 正当な理由で本学を退学した者で，再入学を志願するものがあるときは，

選考の上，相当年次に入学を許可することがある。  

2 再入学に関し必要な事項は，別に定める。  

第4節 教育課程の編成等  

(教育課程の編成方針及び基準) 

第25条 教育課程は，教員養成課程，国際地域学科及び芸術・スポーツ文化学科の

各専攻の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し，体系的に編成

するものとする。  

2 授業科目の種類，単位数及び履修方法に関する教育課程の編成基準は，別に定

める。  

(単位の計算方法) 

第26条 各授業科目の単位の計算方法は，1単位の授業科目を45時間の学修を必要

とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業によ

る教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準によるものとす

る。  

(1) 講義及び演習については，15時間の授業をもって1単位とする。ただし，演

習については，30時間の授業をもって1単位とすることができる。  

(2) 実験，実習及び実技については，30時間の授業をもって1単位とする。ただ

し，授業の内容によっては，45時間をもって1単位とすることができる。  

2 1つの授業科目について，2つ以上の授業の方法を併用する場合については，そ

の組合せに応じ，前項に規定する基準を考慮して単位の計算を行うことができ

る。  

3 前2項の規定にかかわらず，学士論文，卒業研究，卒業制作及び卒業演奏等の授

業科目については，これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と

認められる場合には，これらに必要な学修等を考慮して単位の計算を行うことが

できる。  

(授業期間) 

第27条 各授業科目の授業は，15週にわたる期間を単位として行うものとする。た

だし，外国語の演習，体育実技等の授業について教育上特別の必要があると認め

られる場合は，この限りでない。  

(授業の方法) 

第28条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技又はこれらの併用により行

うものとする。  

2 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高

度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。  

3 第1項の授業を，外国において履修させることができる。前項の規定により，多
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様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場

合についても，同様とする。  

4 文部科学大臣が別に定めるところにより，第1項の授業の一部を，校舎及び附属

施設以外の場所で行うことができる。  

(単位の授与) 

第29条 授業科目を履修し，その試験に合格した者には，所定の単位を与える。た

だし，第26条第3項の授業科目については，適切な方法により学修の成果を評価

して単位を与えることができる。  

(成績の評価) 

第30条 授業科目の試験の成績は，A，B，C，D及びFの5段階により評価し，A，B，

C及びDを合格とし，Fを不合格とする。  

2 前項の評価の方法は，別に定める。  

第5節 履修，学修等  

(履修科目登録の上限) 

第31条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，学生が1学期に

履修科目として登録することができる単位数の上限を別に定める。  

2 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については，別に定めるところ

により，前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。  

(修学指導) 

第32条 学部学生に対して適切な修学等の助言，指導を行うため，学生指導教員を

置く。  

2 学生指導教員の指導内容等は，別に定める。  

(他の課程又は学科における授業科目の履修等) 

第33条 本学が教育上有益と認めるときは，学生に他の課程又は学科の授業科目を

履修させることができる。  

2 前項に規定する授業科目の履修に関し必要な事項は，別に定める。  

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第34条 本学が教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学との協議に基づ

き，学生に当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修させることができる。  

2 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は，30単位を超えな

い範囲で，本学において修得したものとみなすことができる。  

3 前2項の規定は，学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用する。  

(大学以外の教育施設等における学修) 

第35条 本学が教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校

の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，本学における授

業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。  

2 前項により与えることができる単位数は，前条第2項により本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて30単位を超えないものとする。  

(休学期間中の外国の大学等における学修) 

第36条 本学が教育上有益と認めるときは，学生が行う休学期間中の外国の大学又

は短期大学における学修を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与え

ることができる。  

2 前項により与えることができる単位数は，第34条第2項及び前条第2項により本
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学において修得したものとみなす単位数と合わせて30単位を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位等の認定) 

第37条 本学に入学を許可された者のうち，本学又は他の大学若しくは短期大学を

卒業又は中途退学したものについては，本学が教育上有益と認めるときは，当該

者が本学又は他の大学若しくは短期大学において修得した単位を，本学において

修得したものとみなすことができる。  

2 前項の規定は，外国の大学又は短期大学を卒業又は中途退学し，本学に入学を

許可された者について準用する。  

3 本学に入学を許可された者のうち，短期大学又は高等専門学校の専攻科におけ

る学修その他文部科学大臣が別に定める学修により単位等を修得しているものに

ついては，本学が教育上有益と認めるときは，この単位等を本学において修得し

た単位とみなすことができる。  

4 本学に入学を許可された者のうち，大学設置基準(昭和31年文部省令第28号)に

定める科目等履修生として修得した単位について，本学が教育上有益と認めると

きは，この単位を，本学において修得したものとみなすことができる。  

5 前各項により与えることができる単位数は，編入学及び転入学の場合を除き，

本学において修得した単位以外のものについては，合わせて30単位を超えないも

のとする。  

第6節 卒業及び学位の授与等  

(卒業及び学位) 

第38条 本学に4年以上在学し，所定の授業科目及び単位を修得した者に対し，学

長は，教授会の意見を聴取の上，卒業を認定する。  

2 前項に規定する所定の単位のうち，第28条第2項の授業の方法により修得する単

位数は60単位を超えないものとする。  

3 第1項により卒業した者に，学士の学位を授与する。  

4 学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。  

(教育職員免許状) 

第39条 教員養成課程を卒業した者は，修得した科目に応じて，教育職員免許法

(昭和24年法律第147号。以下「免許法」という。)に定める免許状のうち，別表

第3に掲げる免許状の授与の所要資格を取得できる。  

2 国際地域学科地域協働専攻又は芸術・スポーツ文化学科(芸術・スポーツビジネ

ス専攻を除く。)を卒業した者で，免許法に定める所要の単位を修得したもの

は，免許法に定める免許状のうち，別表第4に掲げる免許状の授与の所要資格を

取得できる。  

3 国際地域学科地域教育専攻を卒業した者は，修得した科目に応じて，免許法に

定める免許状のうち，別表第4に掲げる免許状の授与の所要資格を取得できる。  

4 前3項のほか，所要の単位を修得した場合は，他の免許状の授与の所要資格を取

得することができる。  

第3章 大学院  

第1節 目的  

(目的) 

第40条 大学院は，学部における一般的及び専門的教養の基礎の上に，広い視野に

立って精深な学識を修め，専門分野における理論と応用の研究能力及び教育実践
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の場における教育研究の推進者としての能力を養成することを目的とする。  

2 大学院の各専攻における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は

次のとおりとする。  

(1) 学校臨床心理専攻 心理臨床，教育臨床，発達臨床の各領域における専門

的研究を深め，様々な心と関係性の問題の援助を必要とする幼児，児童及び生

徒に対しての支援を有効に進めることのできる高度な専門的能力の形成を図

り，子どもを理解する力，分析してアセスメントする力，発達を支援していく

力，保護者，学校，専門機関等の間での連携及び協働をコーディネートする

力，実践的課題を発見して研究的な側面からアプローチする力並びにこれらの

応用的な能力を基盤として支える専門的知識等を身に付けた教員，心理士等を

養成する。  

(2) 高度教職実践専攻 学校現場における諸課題について，理論的・実践的研

究を深め，教師としての使命を自覚し，学校全体を俯瞰して課題解決にあたる

ための高度な専門的能力及び実践力の形成を図り，子ども理解力，学習指導

力，マネジメント力，連携・協働力及び実践的研究力を備えた人材を養成す

る。  

第2節 入学定員等及び修業年限  

(入学定員及び収容定員) 

第41条 研究科の入学定員及び収容定員は，別表第2のとおりとする。  

(修業年限) 

第42条 修業年限は，2年とする。  

2 前項の規定にかかわらず，第55条の規定により長期にわたる教育課程の履修を

認められた者の修業年限は，その認められた期間とする。  

3 前2項の規定にかかわらず，別に定める教員免許状取得特別プログラムの受講が

許可された者の修業年限は，3年とする。  

4 第1項の規定にかかわらず，専門職学位課程において，主として実務の経験を有

する者に対して教育を行う場合であって，かつ，昼間と併せて夜間その他特定の

時間又は時期において授業を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない場

合において，教育上の必要があるときは，その修業年限を1年とすることができ

る。(以下，本項に基づき修業年限を1年とした学生を「短期履修学生」とい

う。)  

5 前項の短期履修学生に関し必要な事項は，別に定める。  

6 第53条第1項の規定により，学生が入学する前に大学院又は他の大学院において

修得した単位を大学院において修得したものとみなす場合であって，当該単位の

修得により修士課程の教育課程の一部を履修したと認めるときは，当該単位数，

その修得に要した期間その他を勘案して1年を超えない範囲で，修士課程に在学

したものとみなすことができる。ただし，この場合においても，1年以上在学し

なくてはならないものとする。  

7 在学期間は，通算して4年を超えることはできない。ただし，第2項及び第3項に

定める者に係る在学期間は，当該修業年限に2年を加えた年数を超えることはで

きないものとする。  

第3節 入学  

(入学資格) 
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第43条 大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。  

(1) 大学を卒業した者  

(2) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第104条第4項の規定により学士の学位を

授与された者  

(3) 外国において，学校教育における16年の課程を修了した者  

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における16年の課程を修了した者  

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける16年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外

国学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別

に指定するものの当該課程を修了した者  

(6) 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況につい

て，当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又

はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)におい

て，修業年限が3年以上である課程を修了すること(当該外国の学校が行う通信

教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了す

ること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって

前号の文部科学大臣の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含

む。)により，学士の学位に相当する学位を授与された者  

(7) 専修学校の専門課程(修業年限が4年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文

部科学大臣が定める日以後に修了した者  

(8) 文部科学大臣の指定した者(昭和28年文部省告示第5号)  

(9) 大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者で，22歳に達したもの  

(入学志願手続) 

第44条 大学院に入学を志願する者は，所定の入学願書に検定料及び別に定める書

類を添えて願い出るものとする。  

2 既に納付された検定料は，返還しない。ただし，学長が必要と認めたときは，

検定料を不徴収とすることができる。  

(転入学) 

第45条 大学院に転入学を志願する者があるときは，欠員のある場合に限り，選考

の上，入学を許可することがある。  

(再入学) 

第46条 大学院を退学した者で，2年以内に再入学を志願するものがあるときは，

欠員のある場合に限り，選考の上，入学を許可することがある。  

第4節 教育方法等  

(修士課程の教育方法) 

第47条 修士課程の教育は，授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導

(以下「研究指導」という。)により行うものとする。  

2 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高

度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。  
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3 第1項の授業を，外国において履修させることができる。前項の規定により，多

様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる

場合についても，同様とする。  

4 文部科学大臣が別に定めるところにより，第1項の授業の一部を，校舎及び附属

施設以外の場所で行うことができる。  

(専門職学位課程の教育方法) 

第48条 専門職学位課程の教育は，授業科目の授業により行うものとする。  

2 前項の授業は，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外

の場所で履修させることができる。  

(授業科目及び履修方法) 

第49条 大学院の専攻別及び専修別の授業科目，単位数及び履修方法並びに研究指

導の内容については，別に定める。  

(研究指導教員等) 

第50条 学長は，修士課程における授業科目の履修の指導及び研究指導を行うため

に，学生ごとに研究指導教員を定める。  

2 学長は，専門職学位課程における授業科目の履修の指導を行うために，学生ご

とに指導教員を定める。  

第5節 履修等  

(修士課程の他の大学院における履修) 

第51条 修士課程において，本学が教育上有益と認めるときは，当該他の大学院と

協議の上，学生に当該他の大学院の授業科目を履修させることができる。  

2 前項の規定により，他の大学院において修得した単位は，15単位を超えない範

囲で，大学院において修得したものとみなすことができる。  

3 前2項の規定は，学生が外国の大学院に留学する場合に準用する。  

(専門職学位課程の他の大学院における履修) 

第52条 専門職学位課程において，本学が教育上有益と認めるときは，当該他の大

学院と協議の上，学生に当該他の大学院の授業科目を履修させることができる。 

2 前項の規定により，他の大学院において修得した単位は，20単位を超えない範

囲で，大学院において修得したものとみなすことができる。  

(修士課程の入学前の既修得単位の認定) 

第53条 修士課程において，本学が教育上有益と認めるときは，学生が入学する前

に大学院又は他の大学院において修得した単位(大学院又は他の大学院において

科目等履修生として修得した単位を含む。)を，大学院において修得したものと

みなすことができる。  

2 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位のうち他の大学院に

おいて修得した単位数は，転入学等の場合を除き，15単位を超えないものとし，

かつ，第51条第2項の規定により大学院において修得したものとみなす単位数と

合わせて，20単位を超えないものとする。  

(専門職学位課程の入学前の既修得単位の認定) 

第54条 専門職学位課程において，本学が教育上有益と認めるときは，学生が入学

する前に大学院又は他の大学院において修得した単位(大学院又は他の大学院に

おいて科目等履修生として修得した単位を含む。)を，大学院において修得した

ものとみなすことができる。  
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2 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位のうち他の大学院に

おいて修得した単位数は，編入学，転学等の場合を除き，当該専攻において修得

した単位以外のものについては，第52条第1項及び第2項の規定により当該専攻に

おいて修得したとみなす単位数と合わせて20単位を超えないものとする。  

(長期にわたる教育課程の履修) 

第55条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間

にわたり計画的に教育課程を履修し修士課程又は専門職学位課程を修了すること

を希望する旨を申し出たときは，審査の上，その超える在学期間については，2

年を限度に計画的な履修を認めることができる。  

2 前項の教育課程の履修に関し必要な事項は，別に定める。  

(教育方法の特例) 

第56条 教育上特別の必要があると認めた場合には，特定の時間及び時期並びに特

定の場所において授業及び研究指導を行うことができる。  

(単位の授与) 

第57条 履修した授業科目の単位の授与は，筆記試験，口述試験，実技試験又は研

究報告により行う。  

第6節 修了及び学位の授与等  

(修士課程の修了) 

第58条 修士課程の修了には，第42条に規定する修業年限以上在学し，第49条の規

定による授業科目について30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた

者で，修士論文を提出し，その審査及び最終試験に合格しなければならない。た

だし，特に優れた業績をあげた者の在学期間に関しては，当該課程に1年以上在

学すれば足りるものとする。  

2 修士論文については，適当と認められるときは，特定の課題についての研究の

成果をもって代えることができる。  

3 学長は，教授会の意見を聴取の上，修士課程の修了を認定する。  

(専門職学位課程の修了) 

第59条 専門職学位課程の修了には，第42条に規定する修業年限以上在学し，第49

条の規定による授業科目について46単位以上を修得しなければならない。  

2 前項の修了要件のうち，本学が教育上有益と認めるときは，入学前に，幼稚

園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校及

び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平

成18年法律第77号)第2条第7項に規定する幼保連携型認定こども園(以下「小学校

等」という。)の教員としての実務の経験を有する者について，5単位を超えない

範囲で，小学校等の実習により修得する単位を修得しているものとみなし，当該

科目の履修を免除することができる。  

3 学長は，教授会の意見を聴取の上，専門職学位課程の修了を認定する。  

(学位の授与) 

第60条 修士課程を修了した者には，修士の学位を授与する。  

2 専門職学位課程を修了した者には，教職修士(専門職)の学位を授与する。  

3 学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。  

(教育職員免許状) 

第61条 教育職員免許状授与の所要資格を得ようとする者は，免許法及び教育職員
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免許法施行規則(昭和29年文部省令第26号)に定める所要の単位を修得しなければな

らない。  

2 大学院において所要資格を取得できる教育職員免許状の種類及び免許教科は，

別表第5のとおりとする。  

(準用) 

第62条 第19条及び第20条の規定は，大学院に準用する。  

第4章 学部及び大学院共通事項  

第1節 休学，転学，留学及び退学  

(休学及び復学) 

第63条 病気又はその他の事由で，引き続き3月以上修学することのできない者

は，学長に願い出て，その許可を受けて休学することができる。  

2 休学は，1年以上にわたることはできない。  

3 休学期間終了日の翌日からの期間に係る第1項の願い出については，特別の事由

がある場合に限り，許可することができる。  

4 休学期間は，通算して3年を超えることができない。ただし，大学院は2年を超

えることができない。  

5 休学期間は，在学期間に算入しない。  

6 休学期間の満了により復学する者は，当該休学期間の満了前に，その旨を届け

出るものとする。  

7 休学期間内にその事由がなくなったときは，学長の許可を受けて復学すること

ができる。  

(転学) 

第64条 学部において，他の大学に転学しようとする者は，学長に願い出て，その

許可を受けなければならない。  

2 大学院において，他の大学院に転学しようとする者は，学長に願い出て，その

許可を受けなければならない。  

(留学) 

第65条 学部において，外国の大学又は短期大学に留学しようとする者は，学長に

願い出て，その許可を受けなければならない。  

2 大学院において，外国の大学院に留学しようとする者は，学長に願い出て，そ

の許可を受けなければならない。  

3 前2項の留学の期間は，在学期間に算入する。  

(退学) 

第66条 退学しようとする者は，学長に願い出て，その許可を受けなければならな

い。  

第2節 除籍  

(除籍) 

第67条 学長は，学生が次の各号のいずれかに該当する場合は，当該学生を除籍す

ることがある。  

(1) 長期にわたる欠席その他の事由で成業の見込みのないとき。  

(2) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可になった場合又は入学料の一部の

免除を許可された場合及び入学料の徴収猶予期間が満了した場合において，納

付すべき入学料を所定の期日までに納付しないとき。  
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(3) 授業料の納付を怠り督促を受けても納付しないとき。  

(復籍) 

第68条 学長は，前条第3号に該当し除籍となった者から当該除籍の事由となった

未納の授業料に相当する額を納付して復籍の願い出があった場合は，復籍を許可

することがある。  

2 復籍に関し必要な事項は，別に定める。  

第3節 授業料等の額  

(検定料，入学料及び授業料の額) 

第69条 検定料，入学料及び授業料の額並びに当該徴収方法等については，別に定

める。  

(授業料の納付) 

第70条 授業料は，次の2期に分納するものとする。  

2 前項の規定にかかわらず，前期に係る授業料を納付するときに，当該年度の後

期に係る授業料を併せて納付することができる。  

3 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，第1項の規定にかか

わらず，入学を許可されるときに納付することができる。  

(授業料の返還) 

第71条 既に納付された授業料は，別に定める事由に該当する場合を除き，返還し

ない。  

(退学者等の授業料) 

第72条 前期又は後期の中途において退学し，又は退学を命ぜられ若しくは除籍さ

れた場合においては，別に定める場合を除き，当該期分授業料を徴収する。  

2 停学期間中の授業料は，徴収する。  

(入学料の減免及び徴収猶予) 

第73条 特別の事情がある場合は，別に定めるところにより，入学料の全部又は一

部を免除し，又は徴収を猶予することがある。  

(授業料の減免及び徴収猶予) 

第74条 経済的理由により授業料の納付が困難な者に対しては，別に定めるところ

より，人物，学業，成績その他の事情を調査した上，その全部又は一部を免除

し，又は徴収を猶予することがある。  

2 前項のほか，特別の事情がある場合は，別に定めるところにより，授業料を減

免することがある。  

第4節 研究生，科目等履修生，特別聴講学生及び外国人留学生  

(研究生) 

第75条 学長は，本学の学生以外の者で，特定の研究事項について指導を願い出た

ものがあるときは，研究生として入学を許可することができる。  

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。  

(科目等履修生) 

第76条 学長は，本学の学生以外の者で，本学が開設する一又は複数の授業科目の

履修を志願するものがあるときは，授業に支障のない限り，選考の上，科目等履

修生として入学を許可し，単位の授与を認めることができる。  

前期 4月から9月まで 納期限5月末日

後期 10月から翌年3月まで 納期限11月末日
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2 前項の単位の授与については，第29条及び第57条の規定を準用する。  

3 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。  

(特別聴講学生) 

第77条 学長は，他の大学又は短期大学及び大学院の学生(外国の大学又は短期大

学及び大学院を含む。)で，本学の授業科目を履修しようとするものがあるとき

は，当該他の大学又は短期大学及び大学院との協議に基づき，特別聴講学生とし

て受入れを許可することができる。  

2 特別聴講学生に関し必要な事項は，別に定める。  

(外国人留学生) 

第78条 外国人であって，大学において教育を受け，又は研究をする目的をもって

入国し，本学に入学を志願する者があるときは，選考の上，外国人留学生として

入学を許可することがある。  

2 外国人留学生に関し必要な事項は，別に定める。  

第5節 特別の課程  

(履修証明プログラム) 

第79条 学長は，学校教育法(昭和22年法律第26号)第105条に規定する特別の課程

として本学の学生以外の者を対象とした履修証明プログラムを編成し，これを修

了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。  

2 前項に定めるもののほか，履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定め

る。  

第6節 賞罰  

(表彰) 

第80条 学長は，表彰に値する行為があった学生を表彰する。  

2 学生の表彰に関し必要な事項は，別に定める。  

(懲戒) 

第81条 学生が本学の規則に違反し，又はその本分に反する行為があったときは，

学長は，別に定める手続等に基づき，当該学生を懲戒する。  

2 懲戒は，訓告，停学及び退学とする。  

3 停学期間が3月以上にわたるときは，その期間は修業年限に算入しない。ただ

し，在学期間は，第15条もしくは第42条に定める期間を超えることはできない。 

第7節 学生への支援  

(課外活動) 

第82条 学長は，本学における人材の養成に関する目的の実現と，学生の豊かな情

操と健全な心身を育成するため，学生に対して課外活動を許可することができ

る。  

2 学生の課外活動に関し必要な事項は，別に定める。  

(学生寮) 

第83条 本学に，学生寮を置く。  

2 学生寮の運営に関し必要な事項は，別に定める。  

第8節 教育の改善  

(教育課程等の改善に関する学生の関与) 

第84条 教育課程，授業等の改善に関し，意見を述べる機会を学生に与えるものと

する。  
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(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第85条 本学の授業の内容及び方法の改善を図るため，組織的な研修及び研究を実

施するものとする。  

第5章 公開講座  

(公開講座) 

第86条 本学に，地域社会の教育と文化の振興に資するため，公開講座を開設する

ことができる。  

2 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。  

附 則  

1 この学則は，平成27年4月1日から施行する。  

2 次に掲げる規則は，廃止する。  

(1) 北海道教育大学大学院規則(平成16年規則第12号)  

(2) 北海道教育大学における人材の養成に関する目的等に関する規則(平成20年

規則第15号)  

(3) 北海道教育大学大学院における人材の養成に関する目的等に関する規則(平

成20年規則第43号)  

3 人間地域科学課程，芸術課程及びスポーツ教育課程(以下「旧課程」という。)

は，第2条第2項の規定にかかわらず，平成27年3月31日に旧課程に在学する者(以

下この項において「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に本学在学者の

属する年次に入学する者が旧課程に在学しなくなる日までの間，存続するものと

し，教育課程，履修方法，卒業，学位及び教育職員免許状等は，なお従前の例に

よる。  

4 教員養成課程及び旧課程の収容定員は，第14条の規定にかかわらず，平成27年

度から平成28年度までの間にあっては，次の表のとおりとする。  

附 則(平成28年4月26日平成28年学則第1号)  

この学則は，平成28年4月26日から施行する。  

附 則(平成28年6月28日平成28年学則第2号)  

この学則は，平成28年6月28日から施行し，平成28年4月1日から適用する。  

附 則(平成30年3月27日平成29年学則第1号)  

この学則は，平成30年4月1日から施行する。  

附 則(平成30年3月27日平成29年学則第2号)  

1 この学則は，平成30年4月1日から施行する。  

2 平成30年3月31日以前に芸術・スポーツ文化学科美術文化専攻に入学した者(以

課程 27年度 28年度

教員養成課程 2,840 2,860

人間地域科学課程 660 330

芸術課程 240 120

スポーツ教育課程 120 60

計 3,860 3,370
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下この項において「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に同専攻の本学在

学者の属する年次に入学又は転専攻する者が取得できる免許法に定める免許状の

授与の所要資格は，改正後の別表第4の規定にかかわらず，中学校教諭1種免許状

(美術)及び高等学校教諭1種免許状(美術，工芸，書道)とする。  

附 則(平成31年2月26日平成30年学則第1号)  

1 この学則は，平成31年4月1日から施行する。  

2 平成31年3月31日以前に本学に入学した者(以下この項において「本学在学者」

という。)及び同年4月1日以降に本学在学者の属する年次に入学又は転専攻する

者については，改正後の別表第1の規定にかかわらず，なお従前の例による。  

附 則(平成31年3月28日平成30年学則第2号)  

この学則は，平成31年4月1日から施行する。  

附 則(令和2年2月4日令和元年学則第1号)  

1 この学則は，令和2年4月1日から施行する。  

2 令和2年3月31日以前に本学に入学した者（以下この項において「本学在学者」

という。）及び同年4月1日以降に本学在学者の属する年次に入学する者について

は，改正後の第40条第2項，別表第2及び別表第5の規定にかかわらず，なお従前

の例による。  

附 則(令和2年3月31日令和元年学則第2号)  

この学則は，令和2年4月1日から施行する。  

附 則(令和2年8月6日令和2年学則第1号)  

1 この学則は，令和3年4月1日から施行する。  

2 令和3年3月31日以前に本学に入学した者(以下この項において「本学在学者」と

いう。)及び同年4月1日以降に本学在学者の属する年次に入学する者について

は，改正後の第40条第2項，別表第2及び別表第5の規定にかかわらず，なお従前

の例による。  

附 則(令和3年2月5日令和2年学則第2号)  

この学則は，令和3年4月1日から施行する。ただし，改正後の北海道教育大学学

則第6条第1項第5号の規定は，令和2年10月1日から適用する。  

附 則(令和3年2月18日令和2年学則第3号)  

1 この学則は，令和3年4月1日から施行する。  

2 令和3年3月31日以前に本学に入学した者については，改正後の規定(改正後の第

38条第2項を除く。)にかかわらず，なお従前の例による。  

附 則(令和3年3月25日令和2年学則第4号)  

この学則は，令和3年4月1日から施行する。  

附 則(令和3年3月25日令和2年学則第5号)  

この学則は，令和3年4月1日から施行し，令和2年4月1日から適用する。  
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附 則(令和4年2月17日令和3年学則第1号)  

1 この学則は，令和5年4月1日から施行する。  

2 令和5年3月31日以前に本学に入学した者については，改正後の規程にかかわら

ず，なお従前の例による。  

附 則(令和5年2月16日令和4年学則第1号)  

この学則は，令和5年4月1日から施行する。  

別表第1(第2条及び第14条関係) 
別表第1  

[別紙参照] 

別表第2(第3条及び第41条関係) 
別表第2  

[別紙参照] 

別表第3(第39条関係) 
別表第3  

[別紙参照] 

別表第4(第39条関係) 
別表第4  

[別紙参照] 

別表第5(第61条関係) 
別表第5  

[別紙参照] 
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別表第１（第２条及び第 14 条関係） 

課程・学科 専 攻 各 校 入学定員(人) 収容定員(人) 

教員養成課程 学校教育専攻 札 幌 校 

※ 720 2,880 

特別支援教育専攻 

言語・社会教育専攻 

理数教育専攻 

生活創造教育専攻 

芸術体育教育専攻 

養護教育専攻 

教育発達専攻 旭 川 校 

国語教育専攻 

英語教育専攻 

社会科教育専攻 

数学教育専攻 

理科教育専攻 

生活・技術教育専攻 

芸術・保健体育教育専攻 

地域学校教育実践専攻 釧 路 校 

国際地域学科 地域協働専攻 函 館 校 

 

  240 

   45 

  960 

  180 地域教育専攻 

芸術・スポーツ

文 化 学 科 

芸術・スポーツビジネス

専攻 

岩見沢校    25 

   40 

   55 

   60 

  100 

  160 

  220 

  240 
音楽文化専攻 

美術文化専攻 

スポーツ文化専攻 

計 1,185 4,740 

※印を冠するものは，幼児教育分野（15 人）を含む。 
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別表第２（第３条及び第 41 条関係） 

課  程 専  攻 専  修 入学定員 収容定員 

修士課程 学校臨床心理専攻 学校臨床心理専修   ９ 18 

専門職学位課程 高度教職実践専攻 高度教職実践専修 80 160 

計 89 178 
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別表第３（第 39 条関係） 

課  程 免許状の種類（免許教科） 

教 

  

員 

  

養 

  

成 

  

課 

  

程 

札 幌 校 小学校教諭１種免許状 

中学校教諭１種免許状（国語，社会，数学，理科，音楽，美術，

保健体育，保健，技術，家庭，英語） 

高等学校教諭１種免許状（国語，地理歴史，公民，数学，理科，

音楽，美術，保健体育，保健，家庭，工業，英語） 

特別支援学校教諭１種免許状（知的障害者に関する教育の領域，

肢体不自由者に関する教育の領域，病弱者に関する教育の領域） 

養護教諭１種免許状 

旭 川 校 小学校教諭１種免許状 

中学校教諭１種免許状（国語，社会，数学，理科，音楽，美術，

保健体育，技術，家庭，英語） 

高等学校教諭１種免許状（国語，地理歴史，公民，数学，理科，

音楽，美術，書道，保健体育，家庭，工業，英語） 

特別支援学校教諭１種免許状（知的障害者に関する教育の領域） 

幼稚園教諭１種免許状 

釧 路 校 小学校教諭１種免許状 

中学校教諭１種免許状（国語，社会，数学，理科，音楽，美術，

保健体育，家庭，英語） 

高等学校教諭１種免許状（国語，地理歴史，公民，数学，理科，音

楽，美術，書道，保健体育，家庭，英語） 

特別支援学校教諭１種免許状（知的障害者に関する教育の領域，肢

体不自由者に関する教育の領域，病弱者に関する教育の領域） 
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別表第４（第 39 条関係） 

学  科 専  攻 免許状の種類（免許教科） 

国際地域学科 地域協働専攻 中学校教諭１種免許状（国語，社会，数

学，理科，英語） 

高等学校教諭１種免許状（国語，公民，

数学，理科，英語） 

地域教育専攻 小学校教諭１種免許状 

特別支援学校教諭１種免許状（知的障害

者に関する教育の領域） 

幼稚園教諭１種免許状 

芸術・スポーツ

文 化 学 科 

音楽文化専攻 中学校教諭１種免許状（音楽） 

高等学校教諭１種免許状（音楽） 

美術文化専攻 中学校教諭１種免許状（美術） 

高等学校教諭１種免許状（美術，工芸） 

スポーツ文化専攻 中学校教諭１種免許状（保健体育） 

高等学校教諭１種免許状（保健体育） 
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別表第５（第 61 条関係） 

専  攻 専  修 免許状の種類（免許教科） 

学校臨床心理専攻 学校臨床心理専修 小学校教諭専修免許状 

中学校教諭専修免許状（国語，社会，数学，

理科，音楽，美術，保健体育，保健，技術，

家庭，職業，外国語（英語）） 

高等学校教諭専修免許状（国語，地理歴史，

公民，数学，理科，音楽，美術，工芸，書道

，保健体育，保健，家庭，情報，農業，工業

，外国語（英語）） 

幼稚園教諭専修免許状 

養護教諭専修免許状 

高度教職実践専攻 高度教職実践専修 小学校教諭専修免許状 

中学校教諭専修免許状（国語，社会，数学，

理科，音楽，美術，保健体育，保健，技術，

家庭，職業，外国語（英語）） 

高等学校教諭専修免許状（国語，地理歴史，

公民，数学，理科，音楽，美術，工芸，書道

，保健体育，保健，家庭，情報，農業，工業

，外国語（英語）） 

幼稚園教諭専修免許状 

特別支援学校専修免許状（知的障害者に関

する教育の領域，肢体不自由者に関する教

育の領域，病弱者に関する教育の領域） 

養護教諭専修免許状 
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○北海道教育大学教育課程編成基準 

第1章 総則  

(趣旨) 

第1条 北海道教育大学学則(平成26年学則第1号。以下「学則」という。)第25条第

2項に規定する教育課程の編成基準については，この基準の定めるところによ

る。  

(教育課程の編成の基本方針) 

第2条 教員養成課程，国際地域学科及び芸術・スポーツ文化学科の教育課程は，

北海道教育大学における卒業認定・学位授与の方針及び教育課程の編成・実施の

方針を実現するため，教育研究評議会，教育委員会その他の教育課程に関する各

種委員会・会議等(以下「教育委員会等」という。)の審議を経て体系的に編成

し，実施する。  

2 教員養成課程の教育課程は，教員養成課程の各専攻の教育上の目的を達成する

ため，教養科目，専門科目，研究発展科目又は卒業研究のいずれかの科目区分に

より授業科目を開設するものとし，教員養成課程の卒業に必要な単位数は，別表

第1の1のとおりとする。  

3 国際地域学科の教育課程は，同学科の各専攻の教育上の目的を達成するため，

教養科目，専門科目，研究発展科目又はキャリア開発科目のいずれかの科目区分

により授業科目を開設するものとし，同学科の卒業に必要な単位数は，別表第1

の2のとおりとする。  

4 芸術・スポーツ文化学科の教育課程は，同学科の各専攻の教育上の目的を達成

するため，教養科目，学科共通科目，専門科目又は研究発展科目のいずれかの科

目区分により授業科目を開設するものとし，同学科の卒業に必要な単位数は，別

表第1の2のとおりとする。  

5 各校は，教育委員会等の審議を経て，第2項，第3項又は前項により開設する授

業科目について必修，選択必修又は選択に区分し，これらを各年次に配当して開

設する。  

第2章 教員養成課程の教育課程の編成の基準  

(教員養成課程の教養科目) 

第3条 教員養成課程の教養科目の科目区分，修得単位数，授業科目及び履修方法

は，別表第2の1のとおりとする。  

2 教員養成課程を置く各校は，別表第2の1に従い，教育委員会等の審議を経て，

開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 前項により開設する授業科目には，全学連携科目(双方向遠隔授業システムを利

用すること等により，各校が連携協力して開設する授業科目をいう。以下同

じ。)を含めることができる。  

(教員養成課程の専門科目) 

第4条 教員養成課程の専門科目の科目区分，修得単位数，授業科目及び履修方法

は，別表第2の2及び別表第2の3のとおりとする。  

2 教員養成課程を置く各校は，別表第2の2及び別表第2の3に従い，教育委員会等

(制 定 平成31年2月26日)
改正 令和元年12月24日 令和3年1月21日

令和4年1月27日 令和5年2月16日
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の審議を経て，開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 教員養成課程を置く各校は，前2項の規定により，開設する授業科目及び履修方

法を定めるに当たっては，専攻に対応する小学校教諭，中学校教諭，特別支援学

校教諭又は養護教諭のいずれかの1種免許状の授与の所要資格の取得に必要な授

業科目の履修を確保するものとする。  

(教員養成課程の研究発展科目) 

第5条 教員養成課程の研究発展科目は，次の各号に掲げる授業科目で構成するこ

とができるものとする。  

(1) 自校において開設する全ての授業科目(教員免許取得及び資格取得に係る授

業科目を含む。)  

(2) 全学連携科目  

(3) 教員養成課程を置く他校において開設する授業科目  

(4) 学則第33条の規定に基づく他の学科の授業科目  

2 教員養成課程の研究発展科目に係る授業科目は，学生の自主的学習プログラム

に基づき，学生指導教員が指導の上，選択により履修させるものとする。ただ

し，卒業に必要な単位の一部について，授業科目を指定して，これを履修させる

ことができる。  

(教員養成課程の卒業研究) 

第6条 教員養成課程における卒業研究は，専攻に関する研究課題についての論文

を課すものとする。ただし，専攻に応じて，創作，演奏，演習又は実験をもって

これに代え，若しくはこれらを併せて課すことができる。  

第3章 国際地域学科の教育課程の編成の基準  

(国際地域学科の教養科目) 

第7条 国際地域学科の教養科目の科目区分，修得単位数，授業科目及び履修方法

は，別表第3の1のとおりとする。  

2 国際地域学科を置く各校は，別表第3の1に従い，教育委員会等の審議を経て，

開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 前項により開設する授業科目には，全学連携科目を含めることができる。  

(国際地域学科地域協働専攻の専門科目) 

第8条 国際地域学科地域協働専攻の専門科目の科目区分，修得単位数，授業科目

及び履修方法は，別表第3の2のとおりとする。  

2 国際地域学科を置く各校は，別表第3の2に従い，教育委員会等の審議を経て，

開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 国際地域学科地域協働専攻の卒業研究は，専攻に関する研究課題についての論

文を課すものとする。ただし，専攻に応じて，創作，演奏，演習又は実験をもっ

てこれに代え，若しくはこれらを併せて課すことができる。  

(国際地域学科地域教育専攻の専門科目) 

第9条 国際地域学科地域教育専攻の専門科目の科目区分，修得単位数，授業科目

及び履修方法は，別表第3の3のとおりとする。  

2 国際地域学科を置く各校は，別表第3の3に従い，教育委員会等の審議を経て，

開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 国際地域学科地域教育専攻の卒業研究は，専攻に関する研究課題についての論

文を課すものとする。ただし，専攻に応じて，創作，演奏，演習又は実験をもっ
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てこれに代え，若しくはこれらを併せて課すことができる。  

(国際地域学科の研究発展科目) 

第10条 国際地域学科の研究発展科目は，次の各号に掲げる授業科目で構成するこ

とができるものとする。  

(1) 自校において開設する全ての授業科目(教員免許取得及び資格取得に係る授

業科目を含む。)  

(2) 全学連携科目  

(3) 学則第33条の規定に基づく他の課程又は学科の授業科目  

2 国際地域学科の研究発展科目に係る授業科目は，学生の自主的学習プログラム

に基づき，学生指導教員が指導の上，選択により履修させるものとする。ただ

し，卒業に必要な単位の一部について，授業科目を指定して，これを履修させる

ことができる。  

(国際地域学科のキャリア開発科目) 

第11条 国際地域学科のキャリア開発科目の科目区分，修得単位数，授業科目及び

履修方法は，別表第3の4のとおりとする。  

2 国際地域学科を置く各校は，別表第3の4に従い，教育委員会等の審議を経て，

開設する授業科目及び履修方法を定める。  

第4章 芸術・スポーツ文化学科の教育課程の編成の基準  

(芸術・スポーツ文化学科の教養科目) 

第12条 芸術・スポーツ文化学科の教養科目の科目区分，修得単位数，授業科目及

び履修方法は，別表第4の1のとおりとする。  

2 芸術・スポーツ文化学科を置く各校は，別表第4の1に従い，教育委員会等の審

議を経て，開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 前項により開設する授業科目には，全学連携科目を含めることができる。  

(芸術・スポーツ文化学科の学科共通科目) 

第13条 芸術・スポーツ文化学科の学科共通科目の科目区分，修得単位数，授業科

目及び履修方法は，別表第4の2のとおりとする。  

2 芸術・スポーツ文化学科を置く各校は，別表第4の2に従い，教育委員会等の審

議を経て，開設する授業科目及び履修方法を定める。  

(芸術・スポーツ文化学科の専門科目) 

第14条 芸術・スポーツ文化学科の専門科目の科目区分，修得単位数，授業科目及

び履修方法は，別表第4の3のとおりとする。  

2 芸術・スポーツ文化学科を置く各校は，別表第4の3に従い，教育委員会等の審

議を経て，開設する授業科目及び履修方法を定める。  

3 芸術・スポーツ文化学科の卒業研究は，専攻に関する研究課題についての論文

を課すものとする。ただし，専攻に応じて，創作，演奏，演習又は実験をもって

これに代え，若しくはこれらを併せて課すことができる。  

(芸術・スポーツ文化学科の研究発展科目) 

第15条 芸術・スポーツ文化学科の研究発展科目は，次の各号に掲げる授業科目で

構成することができるものとする。  

(1) 自校において開設する全ての授業科目(教員免許取得及び資格取得に係る授

業科目を含む。)  

(2) 全学連携科目  
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(3) 学則第33条の規定に基づく他の課程又は学科の授業科目  

2 芸術・スポーツ文化学科の研究発展科目に係る授業科目は，学生の自主的学習

プログラムに基づき，学生指導教員が指導の上，選択により履修させるものとす

る。ただし，卒業に必要な単位の一部について，授業科目を指定して，これを履

修させることができる。  

第5章 授業科目の名称  

(授業科目の名称) 

第16条 授業科目の名称は，教養科目及び免許状の授与の所要資格の取得に必要な

科目を主として，各校間で統一するものとし，統一する授業科目の名称について

は，別に定める。  

第6章 雑則等  

(雑則) 

第17条 各校は，本編成基準に定めるもののほか，学則及び本編成基準に基づき，

各校における授業科目の開設及び履修のために必要な事項について定めるものと

する。  

(編成基準の改正) 

第18条 各校のキャンパス長は，本編成基準の改正の必要が生じたときは，理由を

添えて，実施を希望する年度の前年度の11月末日までに，学長に申し出るものと

する。  

附 則  

1 この基準は，平成31年4月1日から施行し，平成31年度入学者から適用する。  

2 この基準にかかわらず，平成31年3月31日に教員養成課程，国際地域学科，芸

術・スポーツ文化学科，人間地域科学課程及び芸術課程に在学する者(以下この

項において「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に本学在学者の属する

年次に入学又は転専攻する者については，なお従前の基準による。  

附 則(令和元年12月24日)  

1 この基準は，令和2年4月1日から施行する。ただし，別表第4の2は平成31年4月1

日以降に入学した者に適用する。  

2 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者については，なお従前の例によ

る。  

(1) 令和2年3月31日以前に本学教育学部国際地域学科に在学する者及び当該者

の属する年次に入学又は転専攻する者  

(2) 平成31年3月31日以前に本学教育学部芸術・スポーツ文化学科に在学する者

及び当該者の属する年次に入学又は転専攻する者  

附 則(令和3年1月21日)  

1 この基準は，令和3年4月1日から施行する。  

2 令和3年3月31日以前に本学に入学した者については，改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。  

附 則(令和4年1月27日)  

1 この基準は，令和4年4月1日から施行する。  
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2 令和4年3月31日以前に本学に入学した者については，改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。  

附 則(令和5年2月16日)  

1 この基準は，令和5年4月1日から施行する。  

2 令和5年3月31日以前に本学に入学した者については，改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。  

3 令和5年4月1日以降に入学した者のうち旭川校教育発達専攻幼児教育分野に所属

する者については，当分の間，改正後の別表2の2及び別表第2の3に替えて，以下

の表をそれぞれ適用する。  

別表第2の2(第4条関係) 

別表第2の3(第4条関係) 
教員養成課程の専門科目(授業科目及び履修方法)  

科目区分 単位数

専
門
科
目

教
職
課
程
コ
ア
科
目

教科及び教科
の指導法に関
する科目

教科に関する専門科目(小) 20

教科指導科目(小) 20

教育の基礎的理解に関する科目 10

道徳・生徒指導等に関する科目 10

実践・省察科目 14

専攻科目 22

計 96

科目区分，授業科目及び単位数  
(必修及び選択必修科目) 

単位数及
び履修方

法

専
門

教
職
課
程
コ
ア

教科及び教
科の指導法
に関する科
目

教科に関
する専門
科目(小)

初等国語 2  
初等社会 2  
初等算数 2  
初等理科 2  
初等生活 2  
初等家庭 2  
初等英語 2  
初等音楽 2  
初等図画工作 2  
初等体育 2 

2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2 

教科指導
科目(小)

初等国語科教育法 2  
初等社会科教育法 2  
初等算数科教育法 2  
初等理科教育法 2  
初等生活科教育法 2  
初等家庭科教育法 2  
初等英語科教育法 2  
初等音楽科教育法 2  
初等図画工作科教育法 2  
初等体育科教育法 2 

2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2  
2 
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別表第1の1(第2条関係) 
課程の卒業に必要な単位数  

[別紙参照] 

別表第1の2(第2条関係) 
学科の卒業に必要な単位数  

[別紙参照] 

別表第2の1(第3条関係) 
教員養成課程の教養科目  

[別紙参照] 

別表第2の2(第4条関係) 
教員養成課程の専門科目(科目区分及び単位数)  

[別紙参照] 

別表第2の3(第4条関係) 
教員養成課程の専門科目(授業科目及び履修方法)  

[別紙参照] 

別表第3の1(第7条関係) 
国際地域学科の教養科目  

[別紙参照] 

別表第3の2(第8条関係) 
国際地域学科地域協働専攻の専門科目  

[別紙参照] 

別表第3の3(第9条関係) 
国際地域学科地域教育専攻の専門科目  

[別紙参照] 

別表第3の4(第11条関係) 

科
目

科
目 教育の基礎

的理解に関
する科目

教職論 2  
教育の基礎と理念 2  
発達と学習 2  
教育の制度・経営と社会 2  
特別支援教育 2 

2  
2  
2  
2  
2 

道徳・生徒
指導等に関
する科目

道徳の理論と指導法 2  
特別活動・総合的な学習の時間の理論と指導法 2  
教育課程と教育方法(ICT活用含む。) 2  
生徒指導・進路指導の理論と方法 2  
教育相談の理論と方法 2 

2  
2  
2  
2  
2 

実践・省察
科目

基礎実習 1  
教育実習事前事後指導 1  
教育実習(初等)Ⅰ 4  
教職実践演習(幼・小・中・高) 2  
学校臨床研究 2 

1  
1  
4  
2  
2 

専攻科目
教員養成課程を置く各校における専攻又は分野の履修基準に
よる。

計 96
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国際地域学科のキャリア開発科目  

[別紙参照] 

別表第4の1(第12条関係) 
芸術・スポーツ文化学科の教養科目  

[別紙参照] 

別表第4の2(第13条関係) 
芸術・スポーツ文化学科の学科共通科目  

[別紙参照] 

別表第4の3(第14条関係) 
芸術・スポーツ文化学科の専門科目  

[別紙参照] 
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別表第 1 の 1(第 2 条関係)    別表第 1 の 2(第 2 条関係)         

 ○課程の卒業に必要な単位数  ○学科の卒業に必要な単位数 

                      課程 
 
科目区分 

教員養成 

課  程 
 

 

 

     学科及び
専攻 

科目区分 

国際地域学科 芸術・スポ
ー ツ 文 化
学科 

地域協働
専  攻 

地域教育 
専  攻 

教養科目    26 教養科目    30   30     24 

専門科目 93～99 学科共通科目          30 

研究発展科目 5～11 専門科目    80 88     62 

卒業研究       4 研究発展科目      8     6       8 
卒業に必要な 

単位数     134 
キャリア開発科目      6 6  
卒業に必要な単位数    124   130     124 
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別表第 2 の 1(第 3 条関係) 

 ○教員養成課程の教養科目 

科 目 区 分 単位数 

教 

 

養 

 

科 

 

目 

共通基礎科目 

日本国憲法 2 

26 

体育 2 

情報機器の操作 2 

外国語・外国語コミュニケーション 6 

倫理・人権 2 

アカデミックスキル 2 

基礎教養科目 

人文科学入門 
4 

社会科学入門 

自然科学入門 2 

現代的教養科目 現代的教養科目 4 

授業科目及び履修方法 
 1  日本国憲法については，日本国憲法 2 単位を開設し，必修とする。 
 2  体育については，体育Ⅰ及び体育Ⅱ各 1 単位を開設し，必修とする。 
 3  情報機器の操作については，情報機器の操作 2 単位を開設し，必修とする。 
4  外国語・外国語コミュニケーションについては，外国語コミュニケーショ 
ンⅠ及び外国語コミュニケーションⅡ各 1 単位を必修とし，それ以外につい 
ては，開設する授業科目のうち 4 単位を必修又は選択必修とする。 

 5  倫理・人権については，倫理・人権 2 単位を開設し，必修とする。 
 6  アカデミックスキルについては，アカデミックスキル 2 単位を開設し，必修

とする。 
7  人文科学入門及び社会科学入門については，開設する授業科目のうちいずれ 
か 2 科目 4 単位を選択必修とする。 

 8 自然科学入門については，開設する授業科目のうち 2 単位を選択必修とす 
る。 

 9 現代的教養科目については，開設する授業科目のうち 4 単位を選択必修とす
る。 

 

別表第 2 の 2(第 4 条関係)  

 ○教員養成課程の専門科目(科目区分及び単位数) 

科 目 区 分 
単位数 

小学校 
対 応 

中学校 
対 応 

特別支援 
学校対応 

養護教諭 
対  応 

専

門

科

目 

教
職
課
程
コ
ア
科
目 

教科及び教
科の指導法
に関する科
目 

教科に関する専門科目(小) 20 2～4 4  

教科に関する専門科目(中) 0～12 20   

教科指導科目(小) 20 2～12 12  

教科指導科目(中) 0～4 8   

教育の基礎的理解に関する科目 10 10 10 10 

道徳・生徒指導等に関する科目 10 10 10 10 
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実践・省察科目 15 15 16 15 

専攻科目 8～22 14～30 43 62 

計 97～99 93～97 95 97 

 

別表第 2 の 3(第 4 条関係)  

○教員養成課程の専門科目(授業科目及び履修方法) 

科目区分，授業科目及び単位数 

(必修及び選択必修科目) 

単位数及び履修方法 
小学校 
対 応 

中学校 
対 応 

特別支援 
学校対応 

養護教諭 
対  応 

専 

   

 

  

門    

 

 

科 

     

目 

教 

職 

課 

程 

コ 

ア 
科 
目 

教 科 及

び 教 科

の 指 導

法 に 関

す る 科

目 

教科に関
する専門
科目(小) 

初等国語 2 
初等社会 2 
初等算数 2 
初等理科 2 
初等生活 2 
初等家庭 2 
初等英語 2 
初等音楽 2 
初等図画工作 2 
初等体育 2 

2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 

   
 
 
 

  2～ 
4 

 
 
 
 

  

教科に関
する専門
科目(中) 

教員養成課程を置く各校
における専攻又は分野の
各履修基準で教科に関す
る専門科目(中)として規
定する科目 

0～12 

中学校教

諭一種免

許状の取

得に必要

な 20 単

位 

  

教科指導
科目(小) 

初等国語科教育法 2 
初等社会科教育法 2 
初等算数科教育法 2 
初等理科教育法 2   
初等生活科教育法 2 
初等家庭科教育法 2 
初等英語科教育法 2 
初等音楽科教育法 2 
初等図画工作科教育法 2  
初等体育科教育法 2 

2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 

2～12 
※12 単位
を履修さ
せる場合
は，特別
支援学校
対応と同
様 と す
る。 

 
 
 
 
12 

 
 
 

4 
 

 

4 
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教科指導

科目(中) 

中等国語科教育法Ⅰ 2 

中等国語科教育法Ⅱ 2 

中等国語科教育法Ⅲ 2 

中等国語科教育法Ⅳ 2 

中等社会科教育法Ⅰ 2 

中等社会科教育法Ⅱ 2 

中等社会科教育法Ⅲ 2 

中等社会科教育法Ⅳ 2 

中等数学科教育法Ⅰ 2 

中等数学科教育法Ⅱ 2 

中等数学科教育法Ⅲ 2 

中等数学科教育法Ⅳ 2 

中等理科教育法Ⅰ 2 

中等理科教育法Ⅱ 2 

中等理科教育法Ⅲ 2 

中等理科教育法Ⅳ 2 

中等音楽科教育法Ⅰ 2 

中等音楽科教育法Ⅱ 2 

中等音楽科教育法Ⅲ 2 

中等音楽科教育法Ⅳ 2 

中等美術科教育法Ⅰ 2 

中等美術科教育法Ⅱ 2 

中等美術科教育法Ⅲ 2 

中等美術科教育法Ⅳ 2 

中等保健体育科教育法Ⅰ 2 

中等保健体育科教育法Ⅱ 2 

中等保健体育科教育法Ⅲ 2 

中等保健体育科教育法Ⅳ 2 

中等保健科教育法Ⅰ 2 

中等保健科教育法Ⅱ 2 

中等保健科教育法Ⅲ 2 

中等保健科教育法Ⅳ 2 

中等技術科教育法Ⅰ 2 

中等技術科教育法Ⅱ 2 

中等技術科教育法Ⅲ 2 

中等技術科教育法Ⅳ 2 

中等家庭科教育法Ⅰ 2 

中等家庭科教育法Ⅱ 2 

中等家庭科教育法Ⅲ 2 

中等家庭科教育法Ⅳ 2 

中等英語科教育法Ⅰ 2 

中等英語科教育法Ⅱ 2 

中等英語科教育法Ⅲ 2 

中等英語科教育法Ⅳ 2 

0～4 

中
学
校
の
教
科(

国
語
，
社
会
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
保
健
体
育
，
保
健
，
技
術
，
家
庭
，
英
語)

の
指
導
法
科
目
と
し
て
各
教
科
４

科
目
８
単
位
以
上
を
開
設
し
，
各
専
攻
又
は
分
野
に
対
応
し
た
教
科
に
つ
い
て
４
科
目
８
単
位
を
必
修
又
は
選
択
必
修
と
す
る
。 
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教 育 の

基 礎 的

理 解 に

関 す る

科目 

教職論 2 

教育の基礎と理念 2 

発達と学習 2 

教育の制度・経営と社会 2 

特別支援教育 2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

道徳・生

徒 指 導

等 に 関

す る 科

目 

道徳の理論と指導法 2 

特別活動・総合的な学習の時間の

理論と指導法 2 

教育課程と教育方法（ICT 活用含

む） 2 

生徒指導・進路指導の理論と方法 2 

生徒理解と生徒指導 2 

教育相談の理論と方法 2 

教育相談の理論と方法(養護教諭) 2 

2 

 

2 

 

2 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

実践・省

察科目 

学校教育の実践と省察Ⅰ 2 

学校教育の実践と省察Ⅱ 2 

教育実習事前事後指導 1 

教育実習事前事後指導(養護教諭) 1 

教育実習(初等)Ⅰ 4 

教育実習(中等)Ⅰ 4 

特別支援教育実習 3 

養護実習 4 

介護等体験実習 

教職実践演習(小・中・高) 2 

(※旭川校は教職実践演習(幼・小・中・高) 2) 

教職実践演習(養護教諭) 2 

学校臨床研究 2 

学校臨床研究(養護教諭) 2 

2 

2 

1 

 

4 

 

 

 

2 

2 

 

 

2 

 

2 

2 

1 

 

 

4 

 

 

2 

2 

 

 

2 

 

2 

2 

1 

 

4 

 

3 

 

 

2 

 

 

2 

 

2 

2 

 

1 

 

 

 

4 

2 

 

 

2 

 

2 

専攻科目 
教員養成課程を置く各校における専攻又は分野の履修基準によ

る。 

計 
97～

99 

93～ 

97 
95 97 
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別表第 3 の 1(第 7 条関係) 

 ○国際地域学科の教養科目 

       科 目 区 分    単 位 数 

教 

養 

科 

目 

共通基礎科目 

日本国憲法 2 

16～

18 

30 

体育 2 

倫理・人権 2 

外国語 4 

外国語コミュニケーション 2 

外国語演習 2 

アカデミックスキル 2 

情報機器の操作 0～2 

基礎教養科目 

人文学系科目 2～4 

6～8 社会科学系科目 2～4 

自然科学系科目 2～4 

現代地域教養科目 現代的教養科目 6 6 

 授業科目及び履修方法 

 1  日本国憲法については，日本国憲法 2 単位を開設し，必修とする。 

 2  体育については，体育Ⅰ及び体育Ⅱ各 1 単位を開設し，必修とする。 

 3 倫理・人権については，倫理・人権 2 単位を開設し，必修とする。 

4  外国語については，外国語(英語)Ⅰ1 単位を必修とし，開設する授業科目 

のうち 3 単位を選択必修とする。 

 5 外国語コミュニケーションについては，外国語コミュニケーション(英語) 

Ⅰ1 単位を必修とし，開設する授業科目のうち 1 単位を選択必修とする。 

 6  外国語演習については，開設する授業科目のうち 2 単位を選択必修とする。 

 7 アカデミックスキルについては，アカデミックスキル 2 単位を開設し，必修 

とする。 

 8 情報機器の操作については，情報機器の操作 2 単位を開設し，必修とする。た

だし，地域協働専攻は選択とする。 

 9 人文学系科目については，開設する授業科目のうち 2～4 単位を選択必修とす 

る。 

 10 社会科学系科目については，開設する授業科目のうち 2～4 単位を選択必修

とする。 

 11 自然科学系科目については，開設する授業科目のうち 2～4 単位を選択必修

とする。 

 

別表第 3 の 2(第 8 条関係) 

  ○国際地域学科地域協働専攻の専門科目 

     科 目 区 分 単 位 数 

専
門
科
目 

学科共通科目 
教育マインド・コミュニケーション科目 4 

80 

国際地域学入門科目 6 

専攻共通科目  16 

専攻科目 50 

卒業研究 4 

授業科目及び履修方法 

  国際地域学科を置く各校において，別に定める。 
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別表第 3 の 3(第 9 条関係) 

 ○国際地域学科地域教育専攻の専門科目 

     科 目 区 分 単 位 数 

専
門
科
目 

学科共通科目 
教育マインド・コミュニケーション科目 4 

88 

国際地域学入門科目 6 

重点科目 
異文化理解科目 4 

特別な教育的ニーズ科目 4 

専攻科目 66 

卒業研究 4 

授業科目及び履修方法 

  国際地域学科を置く各校において，別に定める。 

 

別表第 3 の 4(第 11 条関係) 

 ○国際地域学科のキャリア開発科目 

科 目 区 分 単位数 

キャリア開発科目 6 

授業科目及び履修方法 

 キャリアガイダンスⅠ2 単位を必修とし，開設する授業科目のうち 4 単位を選

択必修とする。 
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別表第 4 の 1(第 12 条関係) 

 ○芸術・スポーツ文化学科の教養科目 

         科 目 区 分   単 位 数 

教  

 

養 

 

科 

 

目 

共通基礎科目 

日本国憲法 2 

24 

体育 0～2 

情報機器の操作 0～2 

外国語・外国語コミュニケーション 4 

倫理・人権 2 

アカデミックスキル 2 

地域社会・文化論 2 

基礎教養科目 

人文学入門 

6 社会科学入門 

自然科学入門 

現代的教養科目 現代的教養科目 2～6 

 授業科目及び履修方法 

 1  日本国憲法については，日本国憲法 2 単位を開設し，必修とする。 

 2  体育については，体育Ⅰ及び体育Ⅱ各 1 単位を開設し，選択とする。 

 3 情報機器の操作については，情報機器の操作 2 単位を開設し，選択とする。 

 4 外国語・外国語コミュニケーションについては，外国語コミュニケーション 

(英語)Ⅰ及び外国語コミュニケーション(英語)Ⅱ各 1 単位を必修とし，開 

設する授業科目のうち 2 単位を選択必修とする。 

 5 倫理・人権については，倫理・人権 2 単位を開設し，必修とする。 

 6 アカデミックスキルについては，アカデミックスキル 2 単位を開設し，必修 

とする。 

 7  地域社会・文化論については，開設する授業科目のうち 2 単位を選択必修と 

する。 

8 人文学入門，社会科学入門及び自然科学入門については，開設する授業科目 

のうち 6 単位を選択必修とする。 

 

別表第 4 の 2(第 13 条関係) 

 ○芸術・スポーツ文化学科の学科共通科目 

         科 目 区 分   単 位 数 

学科共通 

科目 

文化基礎科目 6 

30 
文化共通科目 12 

ビジネス科目 6 

地域実践プロジェクト科目 6 

 授業科目及び履修方法 

 1  文化基礎科目については，スポーツ文化論，音楽文化論，美術文化論各 2 単 

位を開設し，必修とする。 

 2  文化共通科目については，感性，身体，表現各 2 単位を必修とし，開設する 

授業科目のうち 6 単位を選択必修とする。 

 3  ビジネス科目については，組織とマネジメント，ビジネス理論，起業とファ 

ンドレイジング各 2 単位を開設し，必修とする。 

 4  地域実践プロジェクト科目については，地域プロジェクトⅠ，地域プロジェ 

クトⅡ，地域プロジェクトⅢ各 2 単位を開設し，必修とする。 
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別表第 4 の 3(第 14 条関係) 

 ○芸術・スポーツ文化学科の専門科目 

   科 目 区 分 単 位 数     

 

 

専 

門 

科 

目 

専攻専門科目 58 

62 

卒業研究 4 

授業科目及び履修方法 

  芸術・スポーツ文化学科を置く各校において，別に定める。 
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○北海道教育大学学位規則

(制　定　平成16年4月1日平成16年規則第28号)
改正 平成16年9月29日平成16年規則第135号 平成18年2月28日平成17年規則第16号

平成20年3月21日平成19年規則第72号 平成23年2月28日平成22年規則第26号

平成26年3月25日平成25年規則第36号 平成27年3月26日平成26年規則第48号

平成28年2月23日平成27年規則第55号 令和元年5月1日令和元年規則第1号

令和2年2月4日令和元年規則第20号 令和3年1月21日令和3年規則第104号

(趣旨)

第1条　この規則は，学位規則(昭和28年文部省令第9号)第13条第1項並びに北海道

教育大学学則(平成26年学則第1号。以下「学則」という。)第38条第3項及び第60

条第3項の規定に基づき，北海道教育大学(以下「本学」という。)において授与

する学位に関し必要な事項を定める。

(学位の種類)

第2条　本学において授与する学位は，学士，修士及び教職修士(専門職)とする。

(学士の学位授与の要件)

第3条　学士の学位は，本学を卒業した者に授与する。

(修士の学位授与の要件)

第4条　修士の学位は，本学の大学院修士課程を修了した者に授与する。

(教職修士の学位授与の要件)

第4条の2　教職修士(専門職)の学位は，本学の大学院専門職学位課程を修了した者

に授与する。

(学位論文)

第5条　修士課程の学生は，修士論文(学則第58条第2項の規定による特定の課題に

ついての研究の成果を含む。以下「学位論文」という。)を学長に提出するもの

とする。

2　学長は，学位論文を受理したときは，学位授与の審査を，国立大学法人北海道

教育大学運営規則(平成26年規則第25号。以下「運営規則」という。)第24条第1

項第2号に規定する教授会(以下「教授会」という。)に付託するものとする。

(審査委員会)

第6条　教授会は，前条第2項の学位授与の審査が付託されたときは，運営規則第27

条第1項第6号から第11号に規定する教員会議(以下「教員会議」という。)の下に

審査委員会を設置し，学位論文の審査及び最終試験を行わせるものとする。

2　審査委員会は，学位論文を提出した学生が所属する専修及び当該学位論文の内

容と関連する専修に属する研究科担当教員のうちから，研究指導教員を含む3人

以上の審査委員をもって組織する。

3　前項の審査委員会には，同項の審査委員のほか，必要に応じて他大学の研究科

担当教員を加えることができる。

4　審査委員会に委員長を置き，審査委員の互選とする。

(最終試験)

第7条　最終試験は，学位論文の審査に合格した者について，当該学位論文を中心

として，関連科目について，口述又は筆記により行うものとする。

(学位論文及び最終試験の審査結果)

第8条　審査委員会は，学位論文及び最終試験の審査結果を教員会議に文書で報告

しなければならない。

(学位の授与)

第9条　学長は，学則第38条の規定に基づき卒業をした者，学則第58条の規定に基

づき修士課程を修了した者及び学則59条の規定に基づき専門職学位課程を修了し
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た者に対し，学位の授与を決定し，学位記(別記様式)を授与するものとする。

(学位記の専攻分野の名称)

第10条　学位記には，高度教職実践専攻を除き，専攻分野の名称(別表)を付記する

ものとする。

(学位記の名称の使用)

第11条　学位の授与を受けた者が，学位の名称を用いるときは，教職修士(専門職)

を除き，「当該学位名(専攻分野名)」とする。

(学位授与の取消し)

第12条　本学において，学位を授与された者が，不正な方法により学位の授与を受

けた事実が判明したとき，又は学位の名誉を汚辱する行為があったときは，学長

は，当該教授会の審議を経て，既に与えた学位を取消し，学位記を返付させ，か

つ，その旨を公表するものとする。

(雑則)

第13条　この規則に定めるもののほか，学位の授与に関し必要な事項は，別に定め

る。

附　則

1　この規則は，平成16年4月1日から施行する。

2　この規則施行の際，現に小学校教員養成課程，養護学校教員養成課程，幼稚園

教員養成課程及び社会教育課程に在学する者に係る学位については，なお，従前

の例による。

附　則(平成16年9月29日平成16年規則第135号)

1　この規則は，平成17年4月1日から施行する。

2　この規則の施行の日の前日に在学する者については，改正後の第5条の規定にか

かわらず，なお従前の例による。

附　則(平成18年2月28日平成17年規則第16号)

1　この規則は，平成18年4月1日から施行し，平成18年度入学生から適用する。

2　この規則の施行の日の前日に在学する学生については，なお従前の例による。

附　則(平成20年3月21日平成19年規則第72号)

この規則は，平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成23年2月28日平成22年規則第26号)

1　この規則は，平成23年4月1日から施行し，平成23年度入学者から適用する。

2　この規則の施行の日の前日に在学する学生については，なお従前の例による。

附　則(平成26年3月25日平成25年規則第36号)

1　この規則は，平成26年4月1日から施行し，平成26年度入学者から適用する。

2　改正後の別表の規定にかかわらず，平成26年3月31日に教員養成課程，人間地域

科学課程，芸術課程及びスポーツ教育課程に在学する者(以下この項において

「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に本学在学者の属する年次に入学

する者の学位については，なお従前の例による。

附　則(平成27年3月26日平成26年規則第48号)

この規則は，平成27年4月1日から施行する。
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附　則(平成28年2月23日平成27年規則第55号)

この規則は，平成28年2月23日から施行し，平成27年9月に修了した者の学位授与

の審査から適用する。

附　則(令和元年5月1日令和元年規則第1号)

この規則は，令和元年5月1日から施行する。

附　則(令和2年2月4日令和元年規則第20号)

1　この規則は，令和2年4月1日から施行し，令和2年度入学者から適用する。

2　改正後の別表の規定にかかわらず，令和2年3月31日に教育学研究科に在学する

者(以下この項において「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に本学在学

者の属する年次に入学する者の学位については，なお従前の例による。

附　則(令和3年1月21日令和3年規則第104号)

1　この規則は，令和3年4月1日から施行する。

2　改正後の別表の規定にかかわらず，令和3年3月31日に教育学研究科に在学する

者(以下この項において「本学在学者」という。)及び同年4月1日以降に本学在学

者の属する年次に入学する者の学位については，なお従前の例による。

別表(第10条関係)
[別紙参照]

別記様式
[別紙参照]
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別表 (第 10 条関係 ) 

学部 (課程及び学科 )・研究科 (専攻 ) 専攻分野の名称  

 教育学部  

  教員養成課程  
 教育学  

  国際地域学科  

 

  芸術・スポーツ文化学科  

 地域学  

 教育学  

 芸術・スポーツビジネス  

 音楽文化  

 美術文化  

 スポーツ文化  

 教育学研究科  

    学校臨床心理専攻  
 教育学  
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別記様式  

 第 3 条該当者  

  

学 
 

位 
 

記 
 

○
○
○
課
程
（
又
は
学
科
） 

氏  
 
 

 

名 

年 
 

月 
 

日
生 

   

本
学
所
定
の
課
程
を
修
め
本
学
を
卒
業
し
た
の
で 

学
士
（
専
攻
分
野
名
）
の
学
位
を
授
与
す
る 

   

令
和 

年 
月 

日 

   

北
海
道
教
育
大
学 

     
 

第 
 

号 

 

 

 第 4 条該当者  

  

学 
 

位 
 

記 
 

氏  
 
 

 

名 

年 
 

月 
 

日
生 

   

本
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
学
校
臨
床
心
理
専
攻
修
士 

課
程
を
修
了
し
た
の
で
修
士
（
教
育
学
）
の
学
位
を
授
与 

す
る 

   

令
和 

年 

月 

日 

   

北
海
道
教
育
大
学 

     
 

第 
 

号 

 

大
学
印 

割
印 

大
学
印 

割
印 
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 第 4 条の 2 該当者  

  

学 
 

位 
 

記 
 

氏  
 
 

 

名 

年 
 

月 
 

日
生 

   

本
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
高
度
教
職
実
践
専
攻
専
門 

職
学
位
課
程
を
修
了
し
た
の
で
教
職
修
士
（
専
門
職
）
の 

学
位
を
授
与
す
る 

   

令
和 

年 

月 
日 

   

北
海
道
教
育
大
学 

     
 

第 
 

号 

 

 

大
学
印 

割
印 
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日本国憲法 ２

１

１

情報機器の操作 ２ ２

１

１

１

１

１

１

倫理・人権 ２ ２

アカデミックスキル ２ ２

人文科学入門 ２

社会科学入門 ２

自然科学入門 ２ ２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

・「●」の付いている科目は必修科目である。

・同一科目名の後のローマ数字は履修段階を示し，その順序に従って履修しなければならない科目である。（例「～Ⅰ」を履修した後に，「～Ⅱ」を履修することができる。）

・ローマ数字の後に「＊」が付いている科目は，その順序に従わなくても履修できる科目である。（例「～Ⅰ」を履修せずに，「～Ⅱ」を履修することができる。）

生きる

異文化を知る（ＪＩＣＥ講座）Ⅰ＊

異文化を知る（ＪＩＣＥ講座）Ⅱ＊

金融教育

環境教育基礎論

子ども・地域と防災（防犯）教育

コミュニケーション実践

心身健康管理学

教員になるためのキャリア形成

中国語と中国文化Ⅱ

韓国語と韓国文化Ⅰ

韓国語と韓国文化Ⅱ

物理入門

現代と体育・スポーツ

中国語と中国文化Ⅰ

現代の美術Ⅱ＊

現代の音楽Ⅱ＊

生涯学習概論

いじめ・不登校の研究

教育学入門

教養の数学

現代の美術Ⅰ＊

現代の音楽Ⅰ＊

現代と文化

現代と社会Ⅰ＊

現代と科学

アイヌ語Ⅱ＊

へき地教育論Ⅰ＊

現代と社会Ⅱ＊

へき地教育論Ⅱ＊

アイヌ語Ⅰ＊

人文科学入門

社会科学入門

自然科学入門

●外国語（英語）Ⅳ＊

●外国語コミュニケーション（英語）Ⅰ＊

●外国語コミュニケーション（英語）Ⅱ＊

教養科目履修基準

外国語・外国語
コミュニケーション

基礎教養科目

共通基礎科目

現代的教養科目

科         目         区         分
科　　目　　名

６

４

教
　
　
　
養
　
　
　
科
　
　
　
目

単位数

●日本国憲法                                 ２

体         育 ２

●外国語（英語）Ⅱ＊

６

２６

４

●外国語（英語）Ⅰ＊

１６

１年 ２年 ３年 ４年

●体育Ⅰ

●体育Ⅱ

●情報機器の操作

●アカデミックスキル

●倫理・人権

●外国語（英語）Ⅲ＊
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2

・「●」の付いている科目は必修科目である。

・ローマ数字の後に「＊」が付いている科目は，その順序に従わなくても履修できる科目である。（例「～Ⅰ」を履修せずに，「～Ⅱ」を履修することができる。）

・同一科目名の後のローマ数字は履修段階を示し，その順序に従って履修しなければならない科目である。（例「～Ⅰ」を履修した後に，「～Ⅱ」を履修することができる。）

　保育内容指導法（言葉）　　　　 2 　

134総                 単                 位                 数

●卒業研究               ４ 4

（対象科目）①専攻履修基準（他専攻を含む）に掲げる授業科目

（全学連携科目を含む） 　　　　　　　 ②別表「研究発展科目対象科目一覧」に掲げる授業科目

上記科目の他，学生の自主的学習プログラムに基づき選択により履修するものとする。

 　　　　　　　③全学連携により開設する科目又は他の校等で開設する授業科目

8

幼児教育学演習　　　  　　　       2

専
　
　
攻
　
　
科
　
　
目

発達心理学演習Ⅱ＊  　　　　　　　   2

●道徳の理論と指導法　　　　　　　　　　2

２　　　　年 ３　　　　年 ４　　　年

2

2

　情報教育実践論　　　　　　　　　　　　　2

●初等英語科教育法　　　　　　　　　　　2

●初等国語科教育法　　　　　　　　　　　2

●初等社会科教育法　　　　　　　　　　　2

科   目   区   分

研究発展科目

卒 業 研 究

専
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

科　　　　　　　　　　　　目　　　　　　　　　　　　名

１　　　　年

●幼児の教育課程と教育方法        2

  保育内容指導法（健康）　　　　　　　2

　保育内容の指導法（表現Ⅱ）＊　   2

　幼児と人間関係　　　　　　　　　　 　 1

   へき地校体験実習Ⅱ　 　　　　　　　2

●初等理科　　　　　　　　　　　　　　　2

●初等図画工作　　　　　　　　　　　　2

●初等家庭　　　　　　　　　　　　　　　2

●初等体育　　　　　　　　　　　　　　　2

●初等英語　　　　　　　　　　　　　　　2

教科に
関する
専門科
目（小）

教科指
導科目
（小）

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教育の基
礎的理解
に関する
科目

●基礎実習　　　　　　　　　　　　　　  1 ●教育実習事前事後指導 　　　　　　　  1 ●教職実践演習（幼・小・中・高）　　　2

　幼児教育学特講Ⅱ＊ 　　　　　　　　　　2

子ども学演習　　　　　  　　　　　　　   2

　幼児と言葉　　　　　　　　　　　　 　　 1

　幼児と健康　　　　　　　　　　　　 1

　幼児教育学特講Ⅰ＊ 　　　　　　　　　　2

20

20

単位数

8

10

　次世代型学習デザイン論　　   　　　　2

●生徒指導・進路指導の理論と方法　 2 ●特別活動・総合的な学習の時間の理論と指導法    ２

●教育相談の理論と方法　　　　　　2

●教育課程と教育方法(ICT活用含む) 　　2

●学校臨床研究                           ２ 　教職実践研究                ２

　保育内容指導法（表現Ⅰ）＊　2

　幼児と表現　  　　　　　　　　　  1

　幼児と環境　　　　　     　　　　　　　 1

　保育内容総論　　　　　　　　　　1

実践・省察
科目

22

4

発達心理学演習Ⅰ＊  　　　　　　　   2

心理学研究法Ⅰ            　 　　   2 　

●教育心理学基礎実験Ⅰ   　　　   2

12

保育内容指導法（環境）      　2 　保育内容指導法（人間関係）　 2

6

　

●幼児理解と教育相談               　   2

　心理学研究法Ⅱ   　　　　　　      2

4

教
　
　
　
　
職
　
　
　
　
課
　
　
　
　
程
　
　
　
　
コ
　
　
　
　
ア
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

10

　国際理解論                                2 　教育フィールド研究Ⅳ（介護等体験含）   2

62教育フィールド研究Ⅲ＊

教育フィールド研究Ⅰ＊

教育フィールド研究Ⅱ＊

   教育実習（初等）Ⅲ＊　 　　　　　　　2

   特別支援教育実習　 　　　　　　　　 3

　へき地校体験実習Ⅰ　　　　　　　　2 ●教育実習（初等）Ⅰ　　　　　　　　　　　4

道徳・生徒
指導等に
関する科
目

　 教育実習（中等）Ⅱ＊　 　　　　　　　2

●初等図画工作科教育法　　　　　　2

●教育の制度・経営と社会　　　 　　2

●発達と学習                   ２

●教育の基礎と理念          ２

●初等体育科教育法　　　　　　　　　2

●教職論                          ２ ●特別支援教育　　　　　　　　　　　　2

●初等家庭科教育法　　　　　　　　　2

●初等生活　　　　　　　　　　　　　　　　　2

●初等音楽　　　　　　　　　　　　　　　2

●初等音楽科教育法　　　　　　　　　2

●初等生活科教育法　　　　　　　　　　　2

●初等算数科教育法　　　　　　　　　　　2

●初等理科教育法   　　　　　　　　　　　2

教員養成課程　教育発達専攻（幼児教育分野）　履修基準

26

●初等国語　　　　　　　　　　　　　　　　　2

教   養   科   目

●初等社会　　　　　　　　　　　　　　　　　2

96

●初等算数　　　　　　　　　　　　　　　　　2

「教養科目履修基準」参照
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資格関係科目

単位数 対象学年 資             格

２ ３～４

２ ３～４

２ ３～４ 学校図書館司書教諭

２ ３～４

２ ３～４

語学関係科目（国際交流・協力センター旭川校センター主催）

単位数 対象学年 備             考

２ １～４

２ １～３ アメリカ・イリノイ州立大学

※上記「語学関係科目（国際交流・協力センター旭川校センター主催）」については，「旭川校海外短

期研修プログラムの単位設定に関する要項」に基づき，同一科目での単位認定の申請は，１回限りとする。

語学関係科目（国際交流・協力センター主催）

授      業      科      目 単位数 対象学年

海外短期研修（英語）Ⅰ ２ １～４

海外短期研修（英語）Ⅱ ２ １～４

海外短期研修（韓国語）Ⅰ ２ １～４

海外短期研修（韓国語）Ⅱ ２ １～４

海外短期研修（中国語）Ⅰ ２ １～４

海外短期研修（中国語）Ⅱ ２ １～４

授      業      科      目 単位数 対象学年

海外長期研修（英語）Ⅰ ４ １～４

海外長期研修（英語）Ⅱ ４ １～４

授      業      科      目 単位数 対象学年

海外教育体験（台北英語） ２ １～４

海外教育体験（ラオス） ２ １～４

海外教育体験（カナダ） ２ １～４

グローバル教員養成プログラム関係科目（グローバル教員養成プログラム運営委員会主催）

授業科目 単位数 対象学年

BusinessWriting ２ １～４

Teaching Methodologies for English-
mediated Instruction

２ ２～４

Presentation ２ １～４

BusinessCommunication＆ IT ２ １～４

特別プログラム関係科目

授業科目 単位数 対象学年

　特別教職実践演習Ⅰ ２ １

　特別教職実践演習Ⅱ ２ ３

国際交流・協力センターが定める大学・機関

国際交流・協力センターが定める大学

国際交流・協力センターが定める大学

国際交流・協力センターが定める大学

資         格

国際交流・協力センターが定める大学

国際交流・協力センターが定める大学

国際交流・協力センターが定める大学

資         格

国際交流・協力センターが定める大学・機関

国際交流・協力センターが定める大学・機関

情報メディアの活用

研究発展科目対象科目一覧

英語教育専攻を除く

備         考

授      業      科      目

学校経営と学校図書館

学校図書館メディアの構成

学習指導と学校図書館

読書と豊かな人間性

国際交流・協力センターが定める大学

授      業      科      目

留学のための英語

現地で学ぶ言語・教育・文化（アメリカ）

資         格

国際交流・協力センターが定める大学

英語教育専攻を除く

英語教育専攻を除く

備         考

教員養成特別入試合格者を優先する。
他の学生も受講可。

教員養成特別入試合格者を優先する。
他の学生も受講可。

※英語教育専攻は「English Teaching Methodologies」「English Presentation」及び「EnglishThrough Media」の履修をもって、
「Teaching Methodologies for English-mediated Instruction」「Presentation」及び「Business Communication ＆ IT」を
GELプロ指定の授業科目としてそれぞれ履修したものとみなす。
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